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2012 年 1 月 10 日 

シリーズ インド戦略を考える 2 

インドマーケットを理解する 
国際事業本部  グローバルコンサルティング部 チーフコンサルタント 東條 恵明 

（インド・プロジェクト） 

 

１．残された真の大新興国「インド」 

Goldman Sachs がいわゆる BRICs レポートを 2003 年に公表してから来年で 10 年になる。 

当時、一人あたり GDP が 3,000US ドル前後だったブラジル・ロシアは今や 13,000US ドル前後にまで達し、

新興国ではなく中進国の位置づけだ。2009 年に、ブラジルのサンパウロを訪れた際には、ちょっとしたランチ

が日本円で 1,500 円近くもし、その物価水準の高さに随分驚かされた。 

同様に、1,200US ドル程度だった中国も、2003 年頃から成長スピードに弾みがつき、IMF の直近推計では

約 5,100US ドル。上海や北京などの一線都市1は既に 1 万 US ドルの水準を超えている。 

対してインドは 2011 年にようやく 1,500US ドルに手が届いたばかりだ。国全体の GDP 総額（1 兆 8 千億

US ドル）は韓国を上回り、中国・日本に次いでアジア 3 位の規模を有するが、こと一人あたり GDP に関して言

えばアジアの主要国内でもかなり後発の部類であり、インドの本格的な経済発展はまさにこれからである。 

一人あたり GDP の推移 
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（注）インドは 2009年から予測値、他の 3ヶ国は 2010年から予測値 
（出所）IMF ”World Economic Outlook（September 2011）”をもとに三菱ＵＦＪリサーチ&コンサルティング作成 

                                                  
1 中国で商業及び市場という視点で最高ランクに位置づけられる北京や上海などの都市のこと 
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国際協力銀行の調査でも、日系メーカーが考える有望な事業展開国は、中国とインドが長らく上位 2 カ国と

なっている。経済発展に伴い、ニューデリーやムンバイを中心に、中間所得層の厚みが増しつつある。世界人

口の 4 割弱を占める中国・インドは、ともに「現地マーケットの今後の成長性」が有望と見られているのである。

2010 年 1 月の ASEAN インド FTA、2011 年 8 月に発効した日印包括的経済連携協定（日印 EPA）なども、イ

ンドで事業展開を考える日系企業の後押しとなるであろう。またインドを中東・欧州圏への足がかりとして位置

づける企業もあり、日系企業にとって大新興国インドの重要性は増大し、もはや無視できない存在となりつつあ

る。 

もっとも、日系企業のこれまでの進出状況をみると、中国には既に 3 万社程度の日系企業が進出しているの

に対し、インドは未だ 1 千社に満たない。ここ数年は毎年 100 社程度の進出ペースが続いているが、日系企業

の本格進出はこれからと言ったところである。 

 

増え続けるインド進出日系企業数 
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（出所）在インド日本大使館 

 

２．近代流通の拡大 

インド国内での販売を考える場合、特に一般消費者を対象とした製品では、組織化されていない流通

チャネルがネックの一つと見做されることが多い。インドでは、1,200万店と言われる零細小売業者が

流通の主体であり、チェーンストアのような組織流通は限定的である。しかしながら、ここ数年は徐々

に近代化も進みつつある。 

国内大手では、Big Bazaarや Food Bazaarなどの総合スーパー・食品スーパーなどを展開する Future

グループのほか、リライアンスやビルラ、ゴドレジなどの大手財閥も流通近代化にビジネスチャンスを

見い出し、参入している。現状、外資小売規制によって、外資の総合小売業への参入は認められていな

いが、ウォルマートやカルフール、メトロなどは、将来の規制緩和をにらみ、インドの地場大手企業と

組みキャッシュ＆キャリー（卸）業態で参入している。 

また主要都市ではここ数年、大型のショッピングモール開発が進んだ。インド最大のデベロッパーで

ある DLFが開発したインド初のラグジュアリーブランドモール DLFエンポリオ（ニューデリー）は、

2008年の開業当初こそ客の入りも疎らだったが、いまや休日には家族連れで大変賑わっている。 
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DLF Emporio / DLF Promenade：ニューデリー 

 

 

Ambience Mall：グルガオン 

 

 

High Street Phoenix Mall：ムンバイ 

 

 

Mantri Square：バンガロール 
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なお、2011 年に入り、小売業の外資規制緩和が間近であるかのような報道がなされてきた。規制緩和の方

向感は今後も変わらないと思われるが、国内世論の反発を受け現時点では棚上げ状態となっている。「インド

にとっての小売開放問題は、日本にとってのコメ問題と同じ」。一昨年、FICCI（インド商工会議所連合会）を訪

問した際、国内調整の難しさを端的に表した担当者のコメントを思い出し、やはりか、という印象を強くしてい

る。 

 

３．アライアンスパートナーとしてのインド財閥の可能性 

大きな将来性を感じさせるインドだが、相応の困難もある。 

インドは地理的には南「アジア」として位置づけられ、親日国とも言われるが、彼らの視線の先はアジアという

よりも、イギリスを初めとする欧州やアメリカの方を向いている印象が強い。 

また、12 億人の市場は確かに魅力的だが、貧富の格差も大きく、日系企業がターゲットとし得るような顧客

層は日本の 9 倍近い国土に点在している。加えて、中央政府よりも州政府の力が強く、税制も複雑である。雇

った以上は解雇できないと言われる、労働者寄りの労働法体系も大きな問題である。 

こうした障壁を乗り越える上で、一般的に日系企業単独での事業参入・展開は容易ではなく、ローカルパート

ナーの必要性は高いと思われる。 

日系企業の潜在的なアライアンスパートナー候補として、複数の事業を展開するインドの大手財閥としては、

タタやビルラ、ゴドレジのように 100 年以上の歴史を有するものがある一方で、リライアンスのような大手新興

財閥もある。 

もちろんこれら大手財閥に限らず、自社にとって有益なローカル企業とのパートナリングは事業成功のポイ

ントの一つであろう。 

また、日系企業が新規参入を図る上で、アセアン主要国と比較すると、インドは明らかに「上級編」の国であ

るがゆえに、エース級人材ではなくエース人材の投入が望まれるところでもある。 

 

インドの大手財閥・企業例 
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（出所）各種情報をもとに三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング作成 

 

写真：筆者撮影 

 

 

 

（当社発行『GLOBAL Angle』 2012.1 より転載） 
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